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研究成果の概要（和文）：本研究においては、まず、組織再編の差止めの要件の検討を行った。その中では、措
置の効力を否定する不利益を重視することにより差止めの要件を厳格に考えることには問題があることをドイツ
法の比較法検討等の手法により示した。その上で、組織再編の差止めの二つの要件についての解釈指針を示して
いる。これらの検討を通じて、会社の違法な措置に対して株主の採りうる行使手段の限界について論じている。

研究成果の概要（英文）：In this study, the requirements for injunctions against mergers were first 
examined. There, the problems of considering the requirements for injunctions too strictly are shown
 by means of a comparative law review of German law and other methods. Then it provides interpretive
 guidance on the two requirements for injunctions against mergers. Through these considerations, 
this study discusses the limits of the means by which shareholders can exercise their rights against
 illegal measures in stock corporations.

研究分野：民事法学

キーワード： 会社法　株主権　株主の経営への関与

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究においては、平成26年会社法改正により新設された（略式組織再編以外の）組織再編の差止めの要件に
つき、解釈の指針を示した。比較衡量論で判断することの問題点などを比較法研究も用いて明らかにした点で学
術的な意義が高い。また、裁判実務上も参考になりうる要件解釈における指針を示すことで、裁判実務への貢献
があり、社会的な意義も高いと考える

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 平成 26年会社法改正前は違法な合併に対し株主がとりうる手段が整備されているとはいい難
く、株主の権利保護が十分でなかったと考える。合併等の会社の措置に極めて重大な違法性があ
る場合には、従前の制度においても合併無効の訴えが認められる等、株主の保護が必要と認識さ
れていた。しかし、実際には合併無効が認められることは少ない。一度実行された合併が事後的
に無効となると企業その他関係者への影響が大きいことがその理由である。すなわち、これまで
は、法令定款に従った会社経営を求める株主の権利を認め保護する必要があると考えられては
きたが、他方で一度実行された合併を事後的に無効にするほどには株主の経営への関与は認め
られてこなかったものということができよう。 
 一方で、平成 26年会社法改正において新設された合併差止制度においても、合併差止めの運
用次第では企業経営への悪影響が生じることとなっていた。例えば、極めて些細な瑕疵があるこ
とを理由に合併差止めを認める等、過度に広範囲に合併差止めを認めてしまうと、会社は合併の
大幅な延期や合併中止のリスクにさらされることとなる。さらには、会社の存続にかかわる大問
題に発展することもありうる。したがって、違法な合併等の会社措置に対する株主の権利保護を
考えるにあたっては、株主の権利保護のみならず、企業への影響とのバランスをとる必要があり、
そのバランスを考えた上で株主の経営への関与が正当化されうる限界を探る必要があった。ま
た、合併差止制度以外の株主の権利保護手段との関係を考える必要があった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、違法な合併等の会社の措置に対して株主がとりうる権利行使手段の規律付
けを明らかにし、合併差止制度その他権利行使手段についての適切な運用指針を示すことであ
った。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究においては、ドイツ法における類似法制度の分析を経てそこから得られる示唆を基に
日本法について考察するという比較法研究を主な研究方法とする。ドイツの法制度との比較法
研究を行う理由は、①わが国の株主総会決議の瑕疵に係る法制度はドイツを規範とするもので
あること、②ドイツにおいては、かねてより違法な合併に対して株主が権利行使をする手段が存
在し、さらに合併実行の利益にも配慮した制度変遷を経ていること、③違法な合併に対して株主
のとりうる権利行使のあり方について現在に至るまで議論が盛んであること、である。 
 
４．研究成果 
（１） 
 ドイツでは、登記停止という制度を基礎としたうえで、その例外として登記許容制度が設けら
れている。しかし、このシステムが必ずしも成功しているというわけではなく、批判も多々あり、
見直しの機運も見られる。現在の制度において最も問題となっているのは、利益衡量条項により
合併承認決議に違法がある場合であっても、ほとんどの場合に合併の実行が認められることと
なり、株主の権利が侵害されているのではないかという点である。 
 わが国の合併差止制度においては、ドイツ法における上述した制度とは異なり、合併差止制度
の利用（実際には、合併差止権を本案とする仮処分申立て）により、合併手続が自動的に妨げら
れることはないということが挙げられる。一方で、その機に、手続上の瑕疵を見直して再度瑕疵
の無い形での合併を進める（例えば、情報開示が不十分であった場合において、情報開示を精緻
にし直したうえで再度手続を行う）等、瑕疵のある合併のまま手続を進めるよりも長い目で見て
良い結果となる可能性もあるのではないかと思われる。また、現実的に差止めが認容されうる制
度であるとなれば、手続を遵守しない合併に対する抑止力としての効果も認められる。 
 ドイツ法の経験が示すように、差止要件を厳格に解すると、差止めがほとんど認められなくな
る可能性がある。こうなれば、制度が新設された意味はなくなるであろう。 
 そのため、合併差止めによる会社への悪影響を考慮したとしても、合併を予定通り実行すると
いう会社の利益を重視して合併差止めを制限的に解する必要性はそこまで高くないのではなか
ろうか。 
 以下では、上記の立場から、法令定款違反の要件のうち合併に重大な法律違反がある場合と、
株主の不利益要件に焦点を絞って検討する。 
 
（２） 
 ドイツでは合併承認決議に「特別に重大な法律違反」がある場合には、それだけで合併登記が
認められない。他方、わが国の合併差止制度では、条文上は、①法令定款違反の要件と②株主の
不利益要件が両方そろわなければ合併の差止めが認められない。         
 しかしながら、わが国の合併差止制度においても、合併に重大な法律違反がある場合には、そ
れだけで合併の実行を許さないという解釈が採られるべきであると考える。例えば、債権者異議



手続が履践されていない場合においては、株主の不利益（とりわけ経済的な不利益）が明確に存
在するとはいえない。この場合に株主の不利益要件が満たされていないからといって差止めを
認めないとすることには疑問がある。なぜなら、債権者異議手続が履践されていないことは、以
前より、合併の重大な瑕疵であるとして合併無効の事由とも考えられてきた事由であるからで
ある。そのため、差止めを認めず合併の効力が発生したとすると、後になって合併無効の訴えが
提起される可能性があり、混乱が生じ利害関係人にも多大な影響が及ぶ等の問題が生じうる。合
併に重大な法律違反がある場合には、合併実行後であっても合併無効の訴えにより無効主張が
許されるはずである。そうであるならば、合併実行後に合併無効の訴えで争われるより、合併の
実行前に合併差止めを認めた方が、取引安全等の要請からも望ましいと考えられる。         
 したがって、合併に重大な法律違反がある場合（例えば、一般的な合併差止制度の創設前に合
併無効事由と考えられてきたような事由がある場合）には、②の株主の不利益要件を重視するこ
となく、経営上又は経済上の不利益等の明確な株主の不利益が認められなくても差止めを認め
るべきである。このように解したとしても、合併無効訴訟等の後日の紛争が予期されるという潜
在的な不利益のおそれがあるといえるため、株主の不利益要件をみたさないことにはならない
と考えられる。 
 
（３） 
 株主の不利益要件に関しては、一部の株主に経済的な不利益又は経営権上の不利益が生じる
ことが明確である場合のみこの要件をみたすと考えるとなると、この要件をみたす場合は極め
て限られてくることとなる。 
 一方、ドイツでは、利益衡量条項にしたがい、当事者である株主の不利益と会社の不利益とが
比較される。他方、わが国の株主の不利益要件においては、条文上は会社の不利益と比較すると
いう形にはなっていない。しかし、とりわけ株主の経済的不利益に着目する場合には、会社の不
利益と比較して株主の経済的不利益が軽微であるため株主の不利益要件をみたさないとする判
断がなされる可能性がある。この結果、合併に瑕疵があってもほとんどの合併が実行されてしま
うこととなりかねず、株主保護の見地から問題が大きい。しかしながら、前述した通り、合併を
予定通り実行するという会社の利益を重視して合併差止めを制限的に解する必要性はそこまで
高くないのであるから、株主の不利益要件を厳格に解した結果として差止めが認められなくな
るという事態は避けられるべきではないかと考えられる。 
 したがって、株主の不利益要件において、株主の不利益と会社の不利益の大きさを単純に比較
するというような検討手法は避けられるべきである。また、株主の不利益要件を厳格に解する必
要はないと解すべきである。 
 
（４） 
 わが国において（略式組織再編以外の）組織再編の差止めが争われた事件は、これまで公刊裁
判例では一件あった。当該事案においては差止めが認められていない。当該事案においては、事
案の特殊性等から、株主の利益と会社の利益を比較するというような検討手法が採られてはお
らず、主に株主の意思表示の内容及びその表示方法が争われた事案であった。そのため、実際の
判例・裁判例における上記において示した差止めに係る判断指針に関する分析は、当該事案から
は十分には出来ていない。これについては、今後の裁判例の蓄積を待ちたいと考えている。 
 
（５） 
 本研究においては、会社の措置の効力を否定するフェーズにおいての検討を行っている。本研
究の成果から、一旦株主総会決議等を経て実行の段階に入った措置の効力自体を否定すること
の不利益が強く意識されており、そのためにドイツでは措置の効力を否定する制度があったと
してもあまり機能していないという現状があること、日本においても同じような懸念があるこ
とがいえる。日本におけるこのような懸念については（４）で述べた通り今後も継続して検討し
ていく予定である。一方で、このような懸念があるとすれば、措置の効力を否定しない方法で株
主の採りうる手段が十分であるかを検討する必要があるように考える。それゆえ、今後の課題と
して、組織再編の差止め以外の会社の違法な措置に対して株主が採りうる手段、とりわけ措置の
効力を否定しない手段についての検討を行う必要があると考える。 
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